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論 文 内 容 の 要 旨
　わが国では、芸術・文化への国民の関心の高まりとともに、980年後半から芸術・文化への公的関与が拡
大し、地域経済の活性化を果たす役割として注目されている。しかし近年、財政状況が厳しさを増したこと
から、芸術・文化関連経費の支出が減少したり、多くの博物館類似施設が閉館を迫られたりと、芸術・文化
政策の見直しが検討され始めている。このように、日本の芸術・文化政策は、客観的な基準なしに公的資金
が投入されたり、社会的な風潮や財政事情に予算が左右されたりするなど、極めて不安定である。その背景
には、芸術・文化政策が利用者への直接便益と間接便益（外部性）を併せ持つ地方準公共財の特徴を持ち、
芸術・文化政策から発生する多様な便益の評価が困難であるということから、実証研究の蓄積が非常に少な
く、公共部門の関与のあり方を検討するための科学的な判断材料が欠如していることが挙げられる。
　以上の問題意識から、本論文は財政学・公共経済学の枠組みで、準公共財としての芸術・文化を総合的に
研究するものである。具体的には、（１）芸術・文化の多様な便益を体系化するとともに、各便益にふさわ
しい推定方法を確立し、（２）芸術・文化と経済との関わりを理論的に分析したうえで、（３）理論モデルを
もとに実証分析によって便益を定量化し、（４）推定結果をもとに、芸術・文化政策のあり方を考える指針
を提示することを目的とする。さらに、芸術・文化を準公共財として理論的・実証的に研究することで、他
の準公共財研究への応用が可能となる。
　本論文は、研究の問題意識、目的や各章の概要を提示する序章と、以下の5章および研究から導かれる政
策的含意を記した終章の計7章から構成されている。
序　章　論文の目的と構成
第Ⅰ章　芸術・文化政策の便益と評価方法の確立
第Ⅱ章　仮想評価法を用いた博物館の直接便益の計測
第Ⅲ章　生活環境に対する芸術・文化政策の間接便益とスピル・オーバーの計測
第Ⅳ章　芸術・文化政策の企業活動環境面に対する間接便益の計測
第Ⅴ章　応用一般均衡モデルを用いた芸術・文化政策の効果分析
終　章　まとめと政策的意味合い
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　第Ⅰ章では、歴史遺産、図書館、イベント等を扱った多くの文献研究によって、芸術・文化政策がもたら
す便益を広範囲に明確化し、体系化するとともに、便益の種類ごとに望ましい推定方法を明らかにすること
で、第Ⅱ章以降の芸術・文化政策の便益推定への道筋を付けている。その結果、芸術・文化は、直接使用価
値や未使用価値、非利用者への外部性など、多様かつ広範囲の便益を持つ準公共財であることが明らかになっ
た。このことは、芸術・文化の価値を博物館の来館者数や文化活動の事業収支といった数量的・金銭的な面
のみで測ることはできず、もっぱら財政収支に焦点を当てて博物館の存廃が議論されている昨今の状況は望
ましくない可能性があることを示している。しかし、便益の推定方法には、仮想評価法、ヘドニック・アプ
ローチ、トラベルコスト法等、多くの方法が存在し、それぞれが長所と欠点を持っている。したがって、芸
術・文化政策に関して適切な政策判断を下すためには、計測の対象とする便益の内容を慎重に見極め、それ
ぞれの便益に適した計測方法を選択しなければならない。
　第Ⅱ章では、芸術・文化施設の利用者に対する便益（価値）を推定している。しかし、利用者にとっての
便益は、芸術・文化に直接触れることによって生まれるもの（直接利用価値）だけではないことから、本章
では未使用・不使用価値を含めた直接便益を仮想評価法（CVM）によって推定した。そのため、神戸市立
博物館を取り上げ、来館者アンケート調査（二段階二項選択法）を実施し、支払い意思額（WTP）をラン
ダム効用モデルによって推定するとともに、決定要因を検証した。その結果、神戸市立博物館の人あたり
のWTPの中央値は4,90円であり、直接利用価値に加えて遺贈価値、代位価値がWTPを大きくしているこ
とを明らかにしている。また、WTPを用いて神戸市立博物館について費用・便益分析を行った結果、便益・
費用比率は.93から.784の範囲であった。以上から、博物館が美術品・芸術品を展示するための単なる「容
れ物」ではなく、将来にわたって残したいと思わせる施設づくりの必要性や神戸市立博物館の維持の正当化
などを証明した。
　第Ⅲ章では、芸術・文化が生活環境を改善することによって住民に与える間接便益を推定している。しか
し、間接便益が行政区域を越えて拡散するというスピル･オーバーが発生する場合、芸術・文化の財源負担
を提供する自治体住民のみで担うのであれば、受益と負担に不一致が生じ、公平性や最適な供給が損なわれ
るといった問題が発生する。そこで、本章では、都市型・大規模施設である神戸市立博物館と郊外型・中規
模施設である西宮市大谷記念美術館を取り上げ、施設建設前後のヘドニック地価関数から間接便益を推定し、
その便益が及ぶ地理的範囲を検証した。その結果、博物館の建設は周辺住宅地の地価を押し上げるが、その
効果は博物館からの距離が遠くなるにつれて急激に減少すること、対象とした施設はいずれもスピル・オー
バー効果が発生していること、芸術・文化施設の規模や立地点によって間接便益の大きさには違いが存在す
ることを明らかにした。以上から、芸術・文化施設の財源として固定資産税を用いることは理にかなってい
ることや、間接便益が拡散する周辺自治体を含めて固定資産税等によって施設の財源を調達することも検討
する必要があるとしている。
　第Ⅳ章では、芸術・文化が労働者の生産性を向上させ、企業の活動環境面に間接便益を与えるかどうかを
検証している。その際、労働の危険性と賃金がトレード・オフの関係にあることに着目した補償賃金仮説を
ベースとする一般的なヘドニック賃金モデルと、都市における企業の集積が企業活動に正の効果を与えると
する集積の利益モデルを統合し、芸術・文化度の差が引き起こす生産性の違いに着目した新たな理論モデル
を開発している。そして、芸術・文化環境の総合指標を作成し、芸術・文化が企業活動環境面に及ぼす効果
について実証分析を行った。その結果、博物館のようなハード面の整備だけではなく、特別展や芸術・文化
事業といったソフト面の充実にも資源を投入することや民間の芸術・文化活動に触れる機会を増やすことが
企業活動環境を改善することを明らかにした。以上から、芸術・文化は人的資本の強化につながり、地域経
済のポテンシャルを高めるという効果を持つため、地域経済政策として重要な戦略となり得ることや、ソフ
ト面の充実や民間の芸術・文化活動へのサポートが必要であるとしている。
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　第Ⅴ章では、芸術・文化政策の変更による家計や企業への影響が各経済主体に相互に影響を及ぼしながら、
最終的に実体経済や住民の厚生水準にどのような影響を及ぼすかを検証している。そのため、本章では、家
計、企業、不動産業を組み込んだ応用一般均衡モデルを作成し、大阪府の芸術・文化政策を変更する政策シ
ミュレーション分析を行っている。その結果、厚生水準の変化を金銭表示すると、施設のソフト面を現行
より0%充実させることで全世帯の効用は約6,44億円増加し、大阪府民が芸術・文化事業に触れる機会を
0%上昇させることで全世帯の効用は約7,03億円増加するため、大阪府の芸術・文化政策の変更は実体経
済を変化させ、住民の厚生水準を左右することを明らかにした。以上から、芸術・文化政策の成否を総合的
に判断するためには、地域毎に、各経済主体の相互連関を踏まえた分析が必要であること、特別展や芸術・
文化事業などソフト面への資源の投入は第２次産業や第３次産業の労働生産性を上昇させる経路と地域の居
住環境を改善させる経路を通じて地域の厚生水準を引き上げるため、芸術・文化政策としては特にソフト面
での充実が重要であること、モデルに政府部門や周辺自治体を考慮すると、より詳細な財源調達のあり方な
ど広域的な芸術・文化政策のあり方を提示できるとしている。
　以上のように、非市場価値を含めた便益を客観的に評価することは、科学的基準の開発といった学術面や
芸術・文化のあり方の議論を成立させるための政策面においても重要である。また、本論文で取り上げた考
え方や手法は、多くの地方準公共財にも応用可能であり、準公共財によって地域活性化を行う際の政策イン
プリケーションへの足がかりとなる。
論 文 審 査 結 果 の 要 旨
１．本論文の特徴と貢献
　本論文の特徴と貢献として次の点を挙げることができる。
　第１に、財政学・公共経済学の枠組みで地方準公共財としての芸術・文化を総合的に研究していることで
ある。第Ⅰ章では、広範囲な文献研究に基づき、芸術・文化政策がもたらす多様な便益を地方準公共財の観
点から明確化と体系化を行うとともに、それぞれの便益に適した計測方法を明らかにしている。第Ⅱ章では、
芸術・文化施設の具体的ケースとして、神戸市立博物館を取り上げ、来館者の支払い意思（WTP）という
形で直接便益を導出している。第Ⅲ章では、神戸市立博物館（都市型・大規模）と西宮市大谷記念美術館（郊
外型・中規模）を取り上げ、芸術・文化施設が、その非利用者にも生活の快適性や利便性の向上といった間
接便益を与え、その間接便益が地価上昇に反映すると考えて、博物館の建設前後の地価の違いから居住環境
の向上を計測している。第Ⅳ章では、芸術・文化政策が企業の労働生産性を高める可能性があると考え、企
業活動環境を改善するかを検証している。第Ⅴ章では、各経済主体は相互依存の関係にあると考え、芸術・
文化政策が家計と企業の双方に与える影響を通じて、住民の厚生水準がどのように変化するか計測している。
　第２に、芸術・文化政策の便益の定量化に際して相応しい評価方法を吟味して採用し、丁寧に分析して
いることである。第Ⅱ章では直接便益の計測にあたって、来館者アンケート調査による仮想評価法（CVM）
を用いている。第Ⅲ章では間接便益による地価上昇をとらえるためにヘドニック地価関数を用いている。第
Ⅳ章では芸術・文化政策が労働生産性に与える影響をとらえるためにヘドニック賃金関数を用いている。第
Ⅴ章では、家計部門・企業部門の相互依存関係を考慮するために応用一般均衡モデルを用いて政策変更のシ
ミュレーションを行っている。
　第３に、論文構成全体の体系性に優れ、見通しがよいことである。第Ⅰ章では、芸術・文化政策の便益の
体系化と評価方法の整理を行い、第Ⅱ章以下への道筋を付けている。第Ⅱ章から第Ⅴ章までは芸術・文化政
策の便益評価の定量化を行っているが、うち第Ⅱ章では直接便益の計測を取扱い、第Ⅲ章以下では間接便益
の計測を取り扱っている。間接便益の計測に関しては、第Ⅲ章では家計の生活環境を、第Ⅳ章では企業活動
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環境を取扱い、第Ⅴ章では家計・企業の相互依存関係を考慮した厚生水準を取り扱っている。そして、これ
らの分析結果を受けて終章では、総合的に芸術・文化政策のあり方を考える指針を提示している。
　第４に、実証研究から得られる芸術・文化政策へのインプリケーションが興味深いことである。例えば、
第Ⅲ章の分析では、博物館の建設に伴う間接便益による行政区域を越えた地価上昇を確認し、芸術・文化施
設の財源として固定資産税を用いることは理に適うこと、そして間接便益が拡散する周辺自治体を含めて財
源調達のあり方を見直す必要があることを示している。また、第Ⅳ章での芸術・文化施設が企業活動環境を
改善するという結果からは、地方企業課税による財源調達についても根拠付けていると考えられる。第Ⅴ章
の厚生分析では、住民の厚生水準の引き上げには、ソフト面での充実や芸術・文化への機会の増加が必要で
あり、スピル・オーバーを考慮すると広域的な芸術・文化政策の検討が可能となることを示している。
　第５に、本論文で取り上げた考え方や評価手法は、実証研究の蓄積がほとんどない他の地方準公共財にも
応用の可能性が高いことである。地方自治体は、コンベンション・センターや図書館、スポーツ施設、公園
等の建設・維持を通じても地方準公共財の供給を行っているが、これらについての公的関与のあり方の判断
材料として、本論文で示された便益の考え方や評価手法は大きな参考になろう。
２．審査委員会の結論
　本論文は、芸術・文化政策のあり方を検証するために、芸術・文化政策を利用者への直接便益と間接便益（外
部性）を併せ持つ地方準公共財としてとらえ、財政学・公共経済学の枠組みで総合的な分析を行った高水準
の研究業績である。芸術・文化政策による便益の体系化を行った上で、便益の定量化を行い、その結果をも
とに様々な意義深い政策提言を行っている。芸術・文化政策のこうしたアプローチによる分析は海外でもほ
とんど例が無く先駆的で意義あるものと評価できる。また、分析対象に応じて、アンケート調査による仮想
評価法から多変量解析、応用一般均衡モデルに及ぶ多様な評価手法を駆使していることは、著者の高い力量
を示している。
　もちろん、本論文にも課題が存在する。先に述べたように本論文の優れた特徴の一つは論文構成全体の体
系性にあるといえるが、一方で、各章の内容においてはデータ制約やモデルの簡単化のため分析対象の絞り
込みを行っている。今後は分析対象を拡張し、より一般性を高めていくことが求められよう。例えば、第Ⅱ
章・第Ⅲ章では神戸市立博物館や西宮市大谷記念美術館を取り上げているが、得られた分析結果には、それ
ぞれの対象の個別事情に依存するところもあると考えられる。今後は他の芸術・文化施設にも分析を拡張し
ていくべきであろう。また、第Ⅴ章の応用一般均衡モデルにおいては、論文中で著者自身が言及しているよ
うに政府部門を組み込む必要があるといえる。政府部門による財源調達の方法によって各経済主体への影響、
ひいては経済全体への影響は異なるからである。また、芸術・文化政策と経済との関係について、より踏み
込んだ議論も期待される。例えば、第Ⅳ章における芸術・文化政策の労働生産性向上を通じる企業活動環境
への効果という着眼点は非常に興味深いが、芸術・文化政策の労働生産性への波及経路については明示的に
扱ってはおらず、これらを考慮した分析も必要となるであろう。
　しかし、これらの点の改善の要請は今後の課題あるいは審査委員会の著者への期待の表明といえ、本論文
の価値を損なうものではないと考える。
　また、本論文では、第Ⅱ章から第Ⅳ章までが、査読付き論文をベースとしており（第Ⅴ章の元論文につい
ても投稿中）、外部からの高い評価も得ている。
　本論文は博士学位申請論文として高く評価できるものであり、当審査委員会は全員一致で、博士学位申請
論文提出者である林勇貴氏が、博士（経済学）の学位を受けるのに十分な資格を有するものと判定する。
